
個人情報の取扱いに関する特則 

（定義） 

第 1 条　本特則において、「個人情報」とは、本業務に関する情報のうち、個人に関する情

報であって、当該情報に含まれる記述、 個人別に付された番号、記号その他の符号又は

画像もしくは音声により当該個人を識別することのできるもの（当該情報のみでは識別

できないが、他の情報と容易に照合することができ、それにより当該個人を識別できる

ものを含む。）をいい、秘密であるか否かを問わない。以下各条において、右「当該個人」

を「情報主体」という。 

 

（責任者の選任） 

第２条　乙は、個人情報を取扱う場合において、個人情報の責任者を選任して甲に届け出

る。 

２　乙は、第 1項により選任された責任者に変更がある場合は、直ちに甲に届け出る。 

 

（個人情報の収集） 

第３条　乙は、本業務遂行のため自ら個人情報を収集するときは、個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）その他の法令に従い、適切且つ公正な手

段により収集するものとする。 

 

（開示・提供の禁止） 

第４条　乙は、個人情報の開示・提供の防止に必要な措置を講じるとともに、甲の事前の

書面による承諾なしに、第三者（情報主体を含む。）に開示又は提供してはならない。た

だし、法令又は強制力ある官署の命令に従う場合を除く。 

２　乙は、本業務に従事する従業員以外の者に、個人情報を取り扱わせてはならない。 

３　乙は、本業務に従事する従業員のうち個人情報を取り扱う従業員に対し、その在職中

及びその退職後においても個人情報を他人に開示・提供しない旨の誓約書を提出させる

とともに、随時の研修・注意喚起等を実施してこれを厳正に遵守させるものとする。 

 

（目的外使用の禁止） 

第５条　乙は、個人情報を本業務遂行以外のいかなる目的にも使用してはならない。 

 

（複写等の制限） 

第６条　乙は、甲の事前の書面による承諾を得ることなしに、個人情報を複写又は複製し

てはならない。ただし、本業務遂行上必要最小限の範囲で行う複写又は複製については、

この限りではない。 

 



（個人情報の管理） 

第７条　乙は、個人情報を取り扱うにあたり、本特則第４条所定の防止措置に加えて、個

人情報に対する不正アクセス又は個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい等のリスクに

対し、合理的な安全対策を講じなければならない。 

２　乙は、前項に従って講じた措置を、遅滞なく甲に書面で報告するものとする。これを

変更した場合も同様とする。 

３　甲は、乙に事前に通知の上乙の事業所に立入り、乙における個人情報の管理状況を調

査することができる。 

４　前三項に関して甲が別途に管理方法を指示するときは、乙は、これに従わなければな

らない。 

５　乙は、本業務に関して保管する個人情報（甲から預託を受け、或いは乙自ら収集した

ものを含む。）について甲から開示・提供を求められ、訂正・追加・削除を求められ、或

いは本業務への利用の停止を求められた場合、直ちに且つ無償で、これに従わなければ

ならない。 

 

（返還等） 

第８条　乙は、甲から要請があったとき、又は本業務が終了（本契約解除の場合を含む。）

したときは、個人情報が含まれるすべての物件（これを複写、複製したものを含む。）を

直ちに甲に返還し、又は引き渡すとともに、乙のコンピュータ等に登録された個人情報

のデータを消去して復元不可能な状態とし、その旨を甲に報告しなければならない。た

だし、甲から別途に指示があるときは、これに従うものとする。 

２　乙は、甲の指示により個人情報が含まれる物件を廃棄するときは、個人情報が判別で

きないよう必要な処置を施した上で廃棄しなければならない。 

 

（記録） 

第９条　乙は、個人情報の受領、管理、使用、訂正、追加、削除、開示、提供、複製、返

還、消去及び廃棄についての記録を作成し、甲から要求があった場合は、当該記録を提

出し、必要な報告を行うものとする。 

２　乙は、前項の記録を本業務の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（再請負） 

第１０条　乙が甲の承諾を得て本契約事項を第三者に再請負する場合は、十分な個人情報

の保護水準を満たす再請負先を選定するとともに、当該再請負先との間で個人情報保護

の観点から見て本特則と同等以上の内容の契約を締結しなければならない。この場合、

乙は、甲から要求を受けたときは、当該契約書面の写しを甲に提出しなければならない。 

２　前項の場合といえども、再請負先の行為を乙の行為とみなし、乙は、本特則に基づき



乙が負担する義務を免れない。 

 

（事故） 

第１１条　乙において個人情報に対する不正アクセス又は個人情報の紛失、破壊、改ざん、

漏えい等の事故が発生したときは、当該事故の発生原因の如何にかかわらず、乙は、直

ちにその旨を甲に報告し、甲の指示に従って、当該事故の拡大防止や収拾・解決のため

に直ちに応急措置を講じるものとする。なお、当該措置を講じた後、直ちに当該事故及

び応急措置の報告並びに事故再発防止策を書面により甲に提示しなければならない。 

２　前項の事故が乙の本特則の違反に起因する場合において、甲が情報主体又は甲の顧客

等から損害賠償請求その他の請求を受けたときは、甲は、乙に対し、その解決のために

要した費用（弁護士費用を含むがこれに限定されない。）を求償することができる。なお、

当該求償権の行使は、甲の乙に対する損害賠償請求権の行使を妨げるものではない。 

３　第１項の事故が乙の本特則の違反に起因する場合は、本契約よって本契約が解除され

る場合を除き、乙は、前二項のほか、当該事故の善後策として必要な措置について、甲

の別途の指示に従うものとする。


